


別紙１ 

 

補正の理由 

 

 

1. 学長の関与を明確にするため。 

 

2. 検査等の独立性の確保を明確にするため。 

 

 3. 保安に関する技術情報について、他の試験研究用等原子炉設置者との共

有を明確にするため。 

 

 4. 不適合発生時の情報の公開について明確にするため。 

 

5. 目の水晶体の線量限度の変更に関する規則等の改正を踏まえた変更のた

め。 

 

6. その他、表記の適正化のため。 

 

 



別紙２ 

 

 

 

 

 

 

 

一部補正に係る新旧対照表 

（赤字は、令和２年９月２９日付けで申請した変更箇所、 

青字は、今回申請の一部補正箇所を示す。） 
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補 正 前（令和２年９月２９日申請時） 補 正 後 備 考 

 

REG201

 

 

東京大学大学院工学系研究科原子力専攻 

 
原子炉施設保安規定 

 

 

（ 昭和４６年 ４月 ８日 ） 

改正  昭和４６年 ９月 ８日  

昭和４７年 ６月１３日 

昭和４７年 ７月１８日 

昭和４８年 ４月１７日 

昭和４８年 ５月 ４日 

昭和４９年 ８月１９日 

昭和５０年１２月１９日 

昭和５３年 ２月 １日 

昭和５３年 ４月 ４日 

昭和５５年 ３月 ３日 

昭和５９年 ３月２８日 

平成 元年 ３月２８日 

平成 ４年 ８月２１日 

平成 ６年１０月１４日 

平成１０年 ２月２６日 

平成１０年 ４月 ７日 

平成１２年１１月３０日 

平成１３年 ３月１４日 

平成１４年１０月３１日 

平成１４年１１月２６日 

平成１５年 ７月１６日 

平成１６年 ３月３１日 

平成１６年 ５月３１日 

平成１７年 ３月３０日 

平成１７年 ８月 ３日 

平成２４年 ９月 ６日 

平成２６年 ２月２１日 

平成２６年 ６月１２日 

平成２８年 ３月３１日 

平成２９年１１月２７日 

令和 元年 ９月２５日 

令和  年  月  日 

 

 

令和  年  月 
 

 

東京大学大学院工学系研究科原子力専攻 

 

 

 

 

REG201

 

 

東京大学大学院工学系研究科原子力専攻 

 
原子炉施設保安規定 

 

 

（ 昭和４６年 ４月 ８日 ） 

改正  昭和４６年 ９月 ８日  

昭和４７年 ６月１３日 

昭和４７年 ７月１８日 

昭和４８年 ４月１７日 

昭和４８年 ５月 ４日 

昭和４９年 ８月１９日 

昭和５０年１２月１９日 

昭和５３年 ２月 １日 

昭和５３年 ４月 ４日 

昭和５５年 ３月 ３日 

昭和５９年 ３月２８日 

平成 元年 ３月２８日 

平成 ４年 ８月２１日 

平成 ６年１０月１４日 

平成１０年 ２月２６日 

平成１０年 ４月 ７日 

平成１２年１１月３０日 

平成１３年 ３月１４日 

平成１４年１０月３１日 

平成１４年１１月２６日 

平成１５年 ７月１６日 

平成１６年 ３月３１日 

平成１６年 ５月３１日 

平成１７年 ３月３０日 

平成１７年 ８月 ３日 

平成２４年 ９月 ６日 

平成２６年 ２月２１日 

平成２６年 ６月１２日 

平成２８年 ３月３１日 

平成２９年１１月２７日 

令和 元年 ９月２５日 

令和  年  月  日 

 

 

令和  年  月 
 

 

東京大学大学院工学系研究科原子力専攻 
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目次 

 

第 1章 総則（第 1条－第 3条） ·················································   

第 2章 職務及び組織（第 4条－第17条） ·········································   

第 3章 廃止措置計画に伴う施設・設備の運転・保守管理 

 第 1節 運転と保守点検（第18条－第21条） ·····································   

 第 2節 弥生施設の施設管理及び定期事業者検査 

 第 3節 運転と保守点検に伴う管理（第22条－第31条） ···························   

第 4章 核燃料の管理（第32条－第35条） ·········································   

第 5章 管理区域等の設定（第36条－第42条） ·····································   

第 6章 放射線管理 

 第 1節 管理区域及び一時管理区域での遵守事項（第43条－第49条） ···············   

 第 2節 被ばく管理（第50条－第56条） ·········································   

第 7章 放射性廃棄物の管理（第57条－第59条） ···································   

第 8章 非常の場合の措置（第60条－第62条） ·····································   

第 9章 保安教育及び訓練（第63条・第64条） ·····································   

第10章 記録その他（第65条・第66条） ···········································   

第11章 品質マネジメントシステム（第67条－第71条） ·····························   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目次 

 

第 1章 総則（第 1条－第 3条） ·················································   

第 2章 職務及び組織（第 4条－第17条） ·········································   

第 3章 廃止措置計画に伴う施設・設備の運転・保守管理 

 第 1節 運転と保守点検（第18条－第21条） ·····································   

 第 2節 弥生施設の施設管理及び定期事業者検査 

 第 3節 運転と保守点検に伴う管理（第22条－第31条） ···························   

第 4章 核燃料の管理（第32条－第35条） ·········································   

第 5章 管理区域等の設定（第36条－第42条） ·····································   

第 6章 放射線管理 

 第 1節 管理区域及び一時管理区域での遵守事項（第43条－第49条） ···············   

 第 2節 被ばく管理（第50条－第56条） ·········································   

第 7章 放射性廃棄物の管理（第57条－第59条） ···································   

第 8章 非常の場合の措置（第60条－第62条） ·····································   

第 9章 保安教育及び訓練（第63条・第64条） ·····································   

第10章 記録その他（第65条・第66条） ···········································   

第11章 品質マネジメントシステム（第67条－第73条） ·····························   
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第 1章 総則 

 

（定義） 

第3条 この規定において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 「特別管理区域」とは、廃止措置に関する作業に際し、被ばく防止及び汚染防止のため

に、管理区域内に期間を限って重点的な管理を行うために設ける区域をいう。 

(2) 「品質マネジメントシステム」とは、弥生施設に係る試験研究の用に供する原子炉等の

設置、運転等に関する規則（以下「規則」という。）第6条の3に定められる保安に係る品質

管理に必要な体制をいう。 

(3) 「廃止措置計画」とは、平成24年8月24日付け24文科科第366号で承認を得た弥生施設に

係る廃止措置計画を始めとし、状況を鑑みて変更承認を得た最新の廃止措置計画をいう。 

 

 

第 2章 職務及び組織 

 

（弥生施設に係る管理組織体制） 

第4条 弥生施設の管理を行うために、専攻に原子炉本部、講座、事務室及び弥生廃止措置計画

プロジェクトチームを置く。 

2 弥生施設に係る管理組織は、次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（学長） 

第4条の2 学長及び学長より権限を委譲された者（以下、「学長等」という。）は、原子力の安全の

ためのリーダーシップを発揮し、責任を持って品質マネジメントシステムを構築、実施並びにそ

の有効性を継続的に改善していることを実証するために、次の事項を行う。 

(1) 品質方針を設定する。 

(2) 品質目標が設定されていることを確実にする。 

(3) 要員が、健全な安全文化を育成し、維持する取り組みに参画できる環境を整える。 

(4) マネジメントレビューを実施する。 

(5) 資源が利用できることを確実にする。 

(6) 関係法令を遵守することその他原子力の安全を確保することの重要性を組織内に周知する。 

(7) 保安活動に関する担当業務を理解し、遂行する責任を持つことを要員に認識させる。 

(8) 全ての階層で行われる決定が、原子力の安全の確保について、その優先順位及び説明責任を

考慮して確実に行われるようにする。 

 

（是正措置プログラム委員会） 

第7条の2 専攻に是正措置プログラム委員会（以下「ＣＡＰ委員会」という。）を置く。ＣＡＰ委

員会は、弥生施設の品質に影響を及ぼす事象を対象として必要な対応を審議する。 

2 次の各号に掲げる事項を決定するにあたっては、ＣＡＰ委員会の審議を経るものとする。 

(1) 是正措置案の受付 

(2) 是正措置案の採否の決定 

第 1章 総則 

 

（定義） 

第3条 この規定において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 「特別管理区域」とは、廃止措置に関する作業に際し、被ばく防止及び汚染防止のため

に、管理区域内に期間を限って重点的な管理を行うために設ける区域をいう。 

(2) 「品質マネジメントシステム」とは、弥生施設に係る試験研究の用に供する原子炉等の設

置、運転等に関する規則（以下「規則」という。）第6条の3に定められる保安に係る品質管

理に必要な体制をいう。 

(3) 「廃止措置計画」とは、平成24年8月24日付け24文科科第366号で承認を得た弥生施設に

係る廃止措置計画を始めとし、状況を鑑みて変更承認を得た最新の廃止措置計画をいう。 

 

 

第 2章 職務及び組織 

 

（弥生施設に係る管理組織体制） 

第4条 弥生施設の管理を行うために、専攻に原子炉本部、講座、事務室及び弥生廃止措置計画

プロジェクトチームを置く。 

2 弥生施設に係る管理組織は、次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（学長） 

第4条の2 学長及び学長より権限を委譲された者（以下、「学長等」という。）は、原子力の安全の

ためのリーダーシップを発揮し、責任を持って品質マネジメントシステムを構築、実施並びにそ

の有効性を継続的に改善していることを実証するために、次の事項を行う。 

(1) 品質方針を設定する。 

(2) 品質目標が設定されていることを確実にする。 

(3) 要員が、健全な安全文化を育成し、維持する取り組みに参画できる環境を整える。 

(4) マネジメントレビューを実施する。 

(5) 資源が利用できることを確実にする。 

(6) 関係法令を遵守することその他原子力の安全を確保することの重要性を組織内に周知する。 

(7) 保安活動に関する担当業務を理解し、遂行する責任を持つことを要員に認識させる。 

(8) 全ての階層で行われる決定が、原子力の安全の確保について、その優先順位及び説明責任を

考慮して確実に行われるようにする。 

 

（是正措置プログラム委員会） 

第7条の2 専攻に是正措置プログラム委員会（以下「ＣＡＰ委員会」という。）を置く。ＣＡＰ委

員会は、弥生施設の品質に影響を及ぼす事象を対象として必要な対応を審議する。 

2 次の各号に掲げる事項を決定するにあたっては、ＣＡＰ委員会の審議を経るものとする。 

(1) 是正処置及び未然防止処置案の受付 

(2) 是正処置及び未然防止処置案の採否の決定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・学長の関与を明確にす

るため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・表記の適正化 

・同上 

原子力安全管理委員会 

危機対策管理委員会 

是正措置プログラム委員会 

品質保証責任者         品質保証監査委員会 

廃止措置主任者             原子炉管理部長 

原子炉本部長              放射線管理部長 

講座     技術部長 

主査（事務室）    総括室 

弥生廃止措置計画プロジェクトチーム 

専攻長 学長

原子力安全管理委員会 

危機対策管理委員会 

是正措置プログラム委員会 

品質保証責任者         品質保証監査委員会 

廃止措置主任者             原子炉管理部長 

原子炉本部長              放射線管理部長 

講座     技術部長 

主査（事務室）    総括室 

弥生廃止措置計画プロジェクトチーム 

専攻長 学長 
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補 正 前（令和２年９月２９日申請時） 補 正 後 備 考 

(3) 採択された是正措置の完了判定 

(4) 是正措置のフォローアップ 

3 ＣＡＰ委員会は、専攻長を委員長とし、専攻の保安に関する業務に従事している者の中から専

攻長が選任する委員をもって構成する。 

 

（品質保証責任者及び品質保証監査委員会） 

第8条 学長等は、品質保証責任者を任命し、次の各号に掲げる業務に係る責任及び権限を与え

る。 

(1)  品質マネジメントシステムに必要なプロセスの確立、実施及びその有効性が維持されてい

るようにすること。 

(2)  品質マネジメントシステムの実施状況及び改善の必要性の有無について、学長等に報告す

ること。 

(3)  組織全体にわたって、安全文化を育成し維持することにより、原子力の安全を確保するた

めの認識が向上するようにすること。 

(4)  関係法令を遵守すること。 

2 品質保証責任者の下に品質保証監査委員会を置く。品質保証監査委員会は、品質保証に係る評

価（監査）を行う。 

3 品質保証監査委員会は、第4条第2項の組織に所属しない者（但し、講座に所属する者について

は第15条の業務協力要請がなされていない者。）の中から選任する者を委員長とし、これに専攻

長が選任する委員をもって構成する。専攻長は、必要に応じ専攻に所属する者以外の者を委員長

又は委員に選任することができる。 

4 品質保証監査委員会は、第67条の定めによる品質保証計画指針に基づき、定期的に開催し、そ

の都度評価（監査）結果を品質保証責任者を通じ専攻長に報告する。 

5 専攻長は、前項の報告を尊重しなければならない。 

 

 

第 3章 廃止措置計画に伴う施設・設備の運

転・保守管理 

 

第 1節 運転と保守点検 

 

（巡視及び点検） 

第19条 各部長は、別表第9に掲げられる設備について、１日１回以上巡視をしなければならな

い。また、放射線管理部長は第12条第1項第2号の施設のうちの液体及び気体廃棄施設を、又技術

部長は第13条第1項第1号の設備をそれぞれ１日１回以上点検しなければならない。 

 

2 前項の巡視及び点検は弥生施設巡視点検記録表により行うものとし、各部長は、各日の巡視及

び点検担当者に実施を依頼するものとする。 

3 各部長は、第1項の巡視及び点検の結果異常を認めたときには、原子炉本部長に口頭で報告す

るとともに、異常発生の原因を調査し、異常を取り除くための措置を行わなければならない。 

4 各部長は、前項に関する記録を作成し、原子炉本部長に報告しなければならない。 

5 原子炉本部長は、第3項の報告により法令報告を必要とする異常発生と認めたときには、第66

条に規定される措置を行うものとする。 

 

第 2節 弥生施設の施設管理及び定期事業者検査 

 

（施設管理方針） 

第19条の2  専攻長は、施設管理方針を策定し、廃止措置主任者の相違を得なければならない。こ

れを変更するときも同様とする。 

 

（施設管理目標） 

(3) 採択された是正処置及び未然防止処置の完了判定 

(4) 是正処置及び未然防止処置のフォローアップ 

3 ＣＡＰ委員会は、専攻長を委員長とし、専攻の保安に関する業務に従事している者の中から専

攻長が選任する委員をもって構成する。 

 

（品質保証責任者及び品質保証監査委員会） 

第8条 専攻長は、品質保証責任者を任命し、次の各号に掲げる業務に係る責任及び権限を与え

る。 

(1)  品質マネジメントシステムに必要なプロセスの確立、実施及びその有効性が維持されてい

るようにすること。 

(2)  品質マネジメントシステムの実施状況及び改善の必要性の有無について、学長等に報告す

ること。 

(3)  組織全体にわたって、安全文化を育成し維持することにより、原子力の安全を確保するた

めの認識が向上するようにすること。 

(4)  関係法令を遵守すること。 

2 品質保証責任者の下に品質保証監査委員会を置く。品質保証監査委員会は、品質保証に係る評

価（監査（検査プロセスの事前監査及び定期事業者検査を含む。））を行う。 

3 品質保証監査委員会は、第4条第2項の組織に所属しない者（但し、講座に所属する者について

は第15条の業務協力要請がなされていない者。）の中から選任する者を委員長とし、これに専攻

長が選任する委員をもって構成する。専攻長は、必要に応じ専攻に所属する者以外の者を委員長

又は委員に選任することができる。 

4 品質保証監査委員会は、第67条の定めによる品質保証計画指針に基づき、定期的に開催し、そ

の都度評価（監査）結果を品質保証責任者を通じ専攻長に報告する。 

5 専攻長は、前項の報告を尊重しなければならない。 

 

 

第 3章 廃止措置計画に伴う施設・設備の運

転・保守管理 

 

第 1節 運転と保守点検 

 

（施設管理） 

第19条 各部長は、第19条の4で策定された施設管理実施計画に基づき、別表第9に掲げられる設

備について、１日１回以上巡視をしなければならない。また、放射線管理部長は第12条第1項第2

号の施設のうちの液体及び気体廃棄施設を、又技術部長は第13条第1項第1号の設備をそれぞれ１

日１回以上点検しなければならない。 

2 前項の巡視及び点検は弥生施設巡視点検記録表により行うものとし、各部長は、各日の巡視及

び点検担当者に実施を依頼するものとする。 

3 各部長は、第1項の巡視及び点検の結果異常を認めたときには、原子炉本部長に口頭で報告す

るとともに、異常発生の原因を調査し、異常を取り除くための措置を行わなければならない。 

4 各部長は、前項に関する記録を作成し、原子炉本部長に報告しなければならない。 

5 原子炉本部長は、第3項の報告により法令報告を必要とする異常発生と認めたときには、第66

条に規定される措置を行うものとする。 

 

第 2節 弥生施設の施設管理及び定期事業者検査 

 

（施設管理方針） 

第19条の2  専攻長は、施設管理方針を策定し、廃止措置主任者の同意を得なければならない。こ

れを変更するときも同様とする。 

 

（施設管理目標） 

・表記の適正化 

・同上 

 

 

 

 

・学長及び専攻長の関与

を明確にするため 

 

 

・同上 

 

 

 

 

・検査等の独立性の確保

を明確にするため 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・誤植の訂正 
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第19条の3  原子炉本部長は、弥生施設について施設管理目標を策定し、廃止措置主任者の同意と

専攻長の承認を受けなければならない。これを変更するときも同様とする。 

 

（施設管理実施計画） 

第19条の4  原子炉本部長は、弥生施設の設備、機器について、各部長と協議の上次の各号に掲げ

る事項を定めた施設管理計画を策定しなければならない。 

(1) 施設実施計画の始期及び期間に関すること。 

(2) 設計及び工事に関すること。 

(3) 巡視（保全のために実施するものに限る。）に関すること。 

(4) 点検及び検査の方法、実施頻度及び時期に関すること。  

(5) 工事、点検及び検査を実施する際に行う保安の確保のための措置に関すること。 

(6) 設計、工事、巡視、点検及び検査の結果の確認及び評価の方法に関すること。 

(7) 前号の確認及び評価結果を踏まえて実施すべき処置（未然防止措置を含む。）に関すること

。 

(7) 施設管理に関する記録に関すること。 

2 原子炉本部長は、前項の施設管理実施計画について廃止措置主任者の同意と専攻長の承認を得

なければならない。これを変更するときも同様とする。 

   

（施設管理実施計画に基づく施設管理とそれにかかる有効性評価） 

第19条の5  原子炉本部長は、弥生施設の設備、機器について施設管理実施計画に定めるところに

より、施設管理を実施しなければならない。 

2 原子炉本部長は施設管理の有効性評価を定期事業者検査の都度及び必要に応じて行い、必要と

認める場合には改善を行わなければならない。 

 

（定期事業者検査の実施計画） 

第19条の6  原子炉本部長は、定期事業者検査を実施しようとするときには、次の各号に掲げる事

項を定めた検査計画を策定し、廃止措置主任者の同意を得なければならない。これを変更しよう

とするときも、同様とする。 

(1) 対象となる施設、設備、装置、機器等の名称 

(2) 検査項目 

(3) 予定期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（定期事業者検査及び自主検査） 

第20条 原子炉本部長は、各部長を通じ、以下の各号に掲げる弥生施設の定期事業者検査を行わな

ければならない。ただし、廃止措置計画書に示す設備の性能を維持すべき期間に限る。 

(1) 計測制御系統施設に含まれる計器及び放射線管理施設に含まれる放射線測定器の校正を年

１回 

(2) 前号に掲げるものを除く別表第9に掲げる廃止措置期間中に性能を維持すべき原子炉施設（

以下「性能維持施設」という。）の性能検査を年１回（ただし、分解検査については、10年

に1回以上行うこととする） 

2 各部長は、所掌する施設についての保守点検を自ら期間を定め定期的に行わなければならな

第19条の3  原子炉本部長は、弥生施設について施設管理目標を策定し、廃止措置主任者の同意と

専攻長の承認を受けなければならない。これを変更するときも同様とする。 

 

（施設管理実施計画） 

第19条の4  原子炉本部長は、弥生施設の設備、機器について、各部長と協議の上、次の各号に掲

げる事項を定めた施設管理計画を策定しなければならない。 

(1) 施設実施計画の始期及び期間に関すること。 

(2) 設計及び工事に関すること。 

(3) 巡視（保全のために実施するものに限る。）に関すること。 

(4) 点検及び検査の方法、実施頻度及び時期に関すること。  

(5) 工事、点検及び検査を実施する際に行う保安の確保のための措置に関すること。 

(6) 設計、工事、巡視、点検及び検査の結果の確認及び評価の方法に関すること。 

(7) 前号の確認及び評価結果を踏まえて実施すべき処置（未然防止処置を含む。）に関すること

。 

(8) 施設管理に関する記録に関すること。 

2 原子炉本部長は、前項の施設管理実施計画について廃止措置主任者の同意と専攻長の承認を得

なければならない。これを変更するときも同様とする。 

   

（施設管理実施計画に基づく施設管理とそれにかかる有効性評価） 

第19条の5  原子炉本部長は、弥生施設の設備、機器について施設管理実施計画に定めるところに

より、施設管理を実施しなければならない。 

2 原子炉本部長は施設管理の有効性評価を定期事業者検査の都度及び必要に応じて行い、必要と

認める場合には改善を行わなければならない。 

 

（定期事業者検査の実施計画） 

第19条の6  原子炉本部長は、定期事業者検査を受検しようとするときには、次の各号に掲げる事

項を定めた検査計画を策定し、廃止措置主任者の同意を得なければならない。これを変更しよう

とするときも、同様とする。 

(1) 対象となる施設、設備、装置、機器等の名称 

(2) 検査項目 

(3) 予定期間 

 

（定期事業者検査） 

第19条の7  専攻長は、品質保証監査委員会を通じ、以下の各号に掲げる弥生施設の定期事業者検

査を行わなければならない。ただし、廃止措置計画書に示す設備の性能を維持すべき期間に限

る。 

(1) 計測制御系統施設に含まれる計器及び放射線管理施設に含まれる放射線測定器の校正を年

１回 

(2) 前号に掲げるものを除く別表第9に掲げる廃止措置期間中に性能を維持すべき原子炉施設（

以下「性能維持施設」という。）の性能検査を年１回（ただし、分解検査については、10年

に1回以上行うこととする） 

 

（自主点検） 

第20条 原子炉本部長は、各部長を通じ、以下の各号に掲げる弥生施設の自主点検を行わなければ

ならない。ただし、廃止措置計画書に示す設備の性能を維持すべき期間に限る。 

(1) 削除 

 

(2) 削除 

 

 

2 各部長は、所掌する施設についての保守点検を自ら期間を定め定期的に行わなければならな

 

 

 

 

・表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

・同上 

 

・誤植の訂正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

・検査等の独立性の確保

を明確にするため 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同上 
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い。又保守点検を行った場合には、その旨を記録し、原子炉本部長に報告しなければならない。 

3 各部長は、廃止措置計画に基づき設備の性能を維持すべき必要がなくなった場合は、その旨を

設備に掲示し、原子炉本部長に報告しなければならない。 

4 原子炉本部長は、第1項の定期事業者検査及び第5項による臨時自主検査を終えたとき又は前項

の報告を受けたときには、専攻長に報告するとともに、廃止措置主任者に通知しなければならな

い。 

5 専攻長は、前項の報告（臨時自主検査を除く。）により定期的な保守点検以外の検査が必要と

認めたときには、原子炉本部長に対し臨時自主検査を行うよう命ずることができる。 

 

第 3節 運転と保守点検に伴う管理 

 

第 7章 放射性廃棄物の管理 

 

（放射性廃棄物でない廃棄物） 

第56条の2  放射線管理部長は、廃止措置計画に基づき発生する解体廃棄物等について、その使用

履歴、設置状況等から汚染がないことが明らかであるか又は汚染部分が限定されていることが明

らかで、汚染部分を分離・除去したものであるものについては、放射性廃棄物でない廃棄物とし

て管理しなければならない。 

 

（固体状の核燃料物質で汚染されたもの） 

第57条 変更なし 

 

（気体状放射性廃棄物の廃棄） 

第59条 放射線管理部長は、弥生施設の排気口における排気中の放射性物質の１日の平均濃度が

線量限度等を定める告示別表第1第5欄及び同別表第2第3欄に定められる濃度限度（以下「空気中

濃度限度」という。）の100倍を超えないようにするとともに、その放出量が合理的に達成できる

限り低くなるように管理しなければならない。 

2 放射線管理部長は、前項の放射性物質の濃度が空気中濃度限度の100倍を超え又は超えるおそ

れのあるときには、原子炉本部長に口頭で報告しなければならない。 

3 原子炉本部長は、前項の報告を受けたときには、関係者に対し、事態に対処するための指示を

しなければならない。 

4 原子炉本部長は、第2項の報告により、法令報告を必要とする異常と認めたときには、第66条

に規定される措置を行うものとする。 

 

 

第 9章 保安教育及び訓練 

 

（保安教育及び訓練） 

第63条 弥生施設に係る保安教育の実施方針は、次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) 原子炉本部長は保安教育実施計画を作成し、廃止措置主任者の同意を得なければならな

い。 

(2) 保安教育は、以下の者を対象とする。 

イ 弥生施設の管理に従事する者 

(3) 保安教育は、別表第7に掲げる内容で構成する。 

(4) 原子炉本部長は、保安教育の実施の都度、実施時期、対象者名及び実施内容を明らかに

し、又その実施結果を記録し、専攻長に報告するとともに廃止措置主任者に通知するものと

する。 

2 原子炉本部長は、前項の保安教育を終了した者以外の者に弥生施設の管理に従事させてはなら

ない。 

3 原子炉本部長は、別表第7に定める教育内容と同等以上と認められる教育を他の施設又は他の

事業所等で受けた者については、その受講内容に応じた教育を免除することができる。 

い。又保守点検を行った場合には、その旨を記録し、原子炉本部長に報告しなければならない。 

3 各部長は、廃止措置計画に基づき設備の性能を維持すべき必要がなくなった場合は、その旨を

設備に掲示し、原子炉本部長に報告しなければならない。 

4 原子炉本部長は、第1項の定期事業者検査及び第5項による臨時自主点検を終えたとき又は前項

の報告を受けたときには、専攻長に報告するとともに、廃止措置主任者に通知しなければならな

い。 

5 専攻長は、前項の報告（臨時自主点検を除く。）により定期的な保守点検以外の点検が必要と

認めたときには、原子炉本部長に対し臨時自主点検を行うよう命ずることができる。 

 

第 3節 運転と保守点検に伴う管理 

 

第 7章 放射性廃棄物の管理 

 

（放射性廃棄物でない廃棄物） 

第56条の2  放射線管理部長は、廃止措置計画に基づき発生する解体廃棄物等について、その使用

履歴、設置状況等から汚染がないことが明らかであるか又は汚染部分が限定されていることが明

らかで、汚染部分を分離・除去したものであるものについては、放射性廃棄物でない廃棄物とし

て管理しなければならない。 

 

（固体状の核燃料物質で汚染されたもの） 

第57条 変更なし 

 

（気体状放射性廃棄物の廃棄） 

第59条 放射線管理部長は、弥生施設の排気口における排気中の放射性物質の１日の平均濃度が

線量限度等を定める告示別表第1第5欄及び同別表第2第3欄に定められる濃度限度（以下「空気中

濃度限度」という。）の100倍を超えないようにするとともに、その放出量が合理的に達成できる

限り低くなるように管理しなければならない。 

2 放射線管理部長は、前項の放射性物質の濃度が空気中濃度限度の100倍を超え又は超えるおそ

れのあるときには、原子炉本部長に口頭で報告しなければならない。 

3 原子炉本部長は、前項の報告を受けたときには、関係者に対し、事態に対処するための指示を

しなければならない。 

4 原子炉本部長は、第2項の報告により、法令報告を必要とする異常と認めたときには、第66条

に規定される措置を行うものとする。 

 
 

第 9章 保安教育及び訓練 

 

（保安教育及び訓練） 

第63条 弥生施設に係る保安教育の実施方針は、次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) 原子炉本部長は保安教育実施計画を作成し、廃止措置主任者の同意を得なければならな

い。 

(2) 保安教育は、以下の者を対象とする。 

イ 弥生施設の管理に従事する者 

(3) 保安教育は、別表第7に掲げる内容で構成する。 

(4) 原子炉本部長は、保安教育の実施の都度、実施時期、対象者名及び実施内容を明らかに

し、又その実施結果を記録し、専攻長に報告するとともに廃止措置主任者に通知するものと

する。 

2 原子炉本部長は、前項の保安教育を終了した者以外の者に弥生施設の管理に従事させてはなら

ない。 

3 原子炉本部長は、別表第7に定める教育内容と同等以上と認められる教育を他の施設又は他の

事業所等で受けた者については、その受講内容に応じた教育を免除することができる。 

 

 

 

・検査等の独立性の確保

を明確にするため及び用

語の適正化 

・用語の適正化 
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4 原子炉本部長は、既に行った保安教育の内容に変更が生じた場合及び保安教育が不十分と認め

られる者に対しては、再教育を行うものとする。 

 

 

第11章 品質マネジメントシステム 

 

（品質保証計画指針（品質マニュアル）の策定） 

第67条 専攻長は、「原子力施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の基準に関する

規則」（以下「品質管理基準規則」という。）に基づき、原子炉設置許可及び廃止措置計画申請書

において、原子炉施設の保安活動に係る品質管理に必要な体制の整備について、委員会を召集

し、品質保証計画指針（品質マニュアル）を策定しなければならない。これを変更する場合も同

様とする。 

 

（品質マネジメント活動の実施） 

第68条 第4条第2項に掲げられる組織に示される者等は、第5条から第17条に定められるそれぞれ

の職務に関し、前条の定めによる品質保証計画指針（品質マニュアル）に基づき、品質保証活動

を実施しなければならない。また、品質マネジメント活動の実施を通じ品質保証計画指針（品質

マニュアル）の改善の必要を認めたときには、専攻長に報告しなければならない。 

2 専攻長は、前条の品質保証計画指針（品質マニュアル）に基づき、第4条第2項に掲げられる組

織に示される者に対し、品質マネジメントに係る教育（品質保証責任者及び内部監査員が職務遂

行のために必要な教育並びに品質マネジメントに係る組織に属する者が保安に関し必要な個々の

事項の職務遂行のために必要な教育）を実施しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（品質マネジメント活動の評価（監査）） 

第69条 品質保証計画指針（品質マニュアル）に基づき、品質マネジメント活動の評価（監査）

は、第8条第2項に定められる品質保証監査委員会が行う。 

2 品質保証計画指針（品質マニュアル）に基づき、専攻長は、第8条第4項の報告に基づく不適合

の管理及び品質マネジメント活動の評価の結果改善が必要な場合には、関係者に対し品質保証計

画指針（品質マニュアル）の改善他の必要な指示等を行わなければならない。 

 

（品質保証計画指針（品質マニュアル）の継続的な改善） 

第70条 専攻長は、品質保証計画指針（品質マニュアル）に基づく定期的なマネジメントレビュ

ーを含む自らの品質マネジメント活動を通じて必要と認めたとき、第68条第1項の報告を受けた

4 原子炉本部長は、既に行った保安教育の内容に変更が生じた場合及び保安教育が不十分と認め

られる者に対しては、再教育を行うものとする。 

 

 

第11章 品質マネジメントシステム 

 

（品質保証計画指針（品質マニュアル）の策定） 

第67条 専攻長は、「原子力施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の基準に関する

規則」（以下「品質管理基準規則」という。）に基づき、原子炉設置許可及び廃止措置計画申請書

において、原子炉施設の保安活動に係る品質管理に必要な体制の整備について、委員会を召集

し、品質保証計画指針（品質マニュアル）を策定しなければならない。これを変更する場合も同

様とする。 

 

（品質マネジメント活動の実施） 

第68条 第4条第2項に掲げられる組織に示される者等は、第5条から第17条に定められるそれぞれ

の職務に関し、前条の定めによる品質保証計画指針（品質マニュアル）に基づき、品質保証活動

を実施しなければならない。また、品質マネジメント活動の実施を通じ品質保証計画指針（品質

マニュアル）の改善の必要を認めたときには、専攻長に報告しなければならない。 

2 専攻長は、前条の品質保証計画指針（品質マニュアル）に基づき、第4条第2項に掲げられる組

織に示される者に対し、品質マネジメントに係る教育（品質保証責任者及び内部監査員が職務遂

行のために必要な教育並びに品質マネジメントに係る組織に属する者が保安に関し必要な個々の

事項の職務遂行のために必要な教育）を実施しなければならない。 

 

（技術情報の共有と活用） 

第69条 原子炉本部長は、メーカー等の保守点検を行った事業者から得られた保安に関する技術情

報について、専攻内での情報共有を図るとともに、必要があれば他事業者とも情報共有し、自ら

の原子炉施設の保安の向上に努めなければならない。 

2 技術情報の共有は、委員会やＣＡＰ委員会でも行う。 

3 原子炉本部長は、得られた技術情報に対し、必要性があると認めた場合には、廃止措置主任者

の同意を得て、その対策を講じなければならない。 

 

（不適合発生時の公開基準） 

第70条 専攻長は、品質マネジメントシステムに基づく保安活動において、明らかに原子炉施設の

保安に影響を与える不適合と判断される場合には、次の各号に掲げる事項を、専攻ホームページ

にて公開しなければならない。なお、ホームページでの公開については、学長に報告の上で行う

ものとする。 

(1) 不適合発生日時 

(2) 不適合の内容 

(3) 不適合事案における専攻該当への影響 

(4) 不適合の原因と再発防止のための未然防止処置の内容 

 

（品質マネジメント活動の評価（監査）） 

第71条 品質保証計画指針（品質マニュアル）に基づき、品質マネジメント活動の評価（監査）

は、第8条第2項に定められる品質保証監査委員会が行う。 

2 品質保証計画指針（品質マニュアル）に基づき、専攻長は、第8条第4項の報告に基づく不適合

の管理及び品質マネジメント活動の評価の結果改善が必要な場合には、関係者に対し品質保証計

画指針（品質マニュアル）の改善他の必要な指示等を行わなければならない。 

 

（品質保証計画指針（品質マニュアル）の継続的な改善） 

第72条 専攻長は、品質保証計画指針（品質マニュアル）に基づく定期的なマネジメントレビュ

ーを含む自らの品質マネジメント活動を通じて必要と認めたとき、第68条第1項の報告を受けた

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・保安に関する技術情報

について、他の試験研究

用等原子炉設置者との共

有を明確にするため。 

 

 

 

 

・不適合発生時の情報の

公開について明確にする

ため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・条文追加による繰下げ 

 

 

 

 

 

 

・同上 
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とき又は前条第2項の不適合が認められたときには、第67条に定められる措置及び予防・是正措

置を行わなければならない。 

 

（文書及び記録） 

第71条 品質マネジメント活動に必要な文書及び記録は、別表第8の記録事項11に掲げるものの

他、品質保証計画指針（品質マニュアル）においてこれを定める。 

 

 

附則 （令和 年 月 日） 

この規定は、原子力規制委員会の承認を得た日より施行する。 

 

別表第 3 放射線業務従事者に係る線量限度の基準 

 

 

線量限度 

（法令） 

保安規定 

に よ る 

限 度 

事業所内管理基準 

３月間 

４月 1日を 

始期とする 

１年間 

実効線量 

1) ５年間 100mSv 

2) １年間 50mSv 

3) 女子（妊娠不能と診

断された者、妊娠の意

思がない旨を東京大学

学長に書面で申出た者

及び 4）に規定する者を

除く。) 

３月間 5mSv 

4) 妊娠中である女子

（本人の申出等により

東京大学学長が妊娠の

事実を知ったときから

出産まで）の内部被ば

く 1mSv 

線量限度 

の 1/10 

 

（ただし、

第 1 段階作

業では、線

量 限 度 の

1/2*）） 

左記 1)及び

2) に つ い て

3mSv 

（ただし、第

1 段階作業で

は、15mSv） 

左記 1)及び

2) に つ い て

5mSv 

（ただし、第

1 段階作業で

は、25mSv） 

等
価
線
量 

目の水晶体 １年間 150mSv 9mSv 15mSv 

皮膚 １年間 500mSv 30mSv 50mSv 

妊娠中である 

女子の腹部表 

面 

本人の申出等により東京

大学学長が妊娠の事実を

知ったときから出産まで

2mSv 

──────── 

 

*)  ：廃止措置計画に基づく第 1 段階作業での放射線業務従事者に係る線量限度の基準について

は、線量限度等を定める告示第 5 条に定められる放射線業務従事者に係る線量限度の 2 分の

1 を上限として、専攻長が定めることができる。なお、基準を変更する場合には、廃止措置

主任者に意見を求めるものとする。 

 

 

 

 

とき又は前条第2項の不適合が認められたときには、第67条に定められる措置並びに未然防止処

置及び是正処置を行わなければならない。 

 

（文書及び記録） 

第73条 品質マネジメント活動に必要な文書及び記録は、別表第8の記録事項11に掲げるものの

他、品質保証計画指針（品質マニュアル）においてこれを定める。 

 

 

附則 （令和 年 月 日） 

この規定は、原子力規制委員会の承認を得た日より施行する。 

 

別表第 3 放射線業務従事者に係る線量限度の基準 

 

 

線量限度 

（法令） 

保安規定 

に よ る 

限 度 

事業所内管理基準 

３月間 

４月 1日を 

始期とする 

１年間 

実効線量 

1) ５年間 100mSv 

2) １年間 50mSv 

3) 女子（妊娠不能と診

断された者、妊娠の意

思がない旨を東京大学

学長に書面で申出た者

及び 4）に規定する者を

除く。) 

３月間 5mSv 

4) 妊娠中である女子

（本人の申出等により

東京大学学長が妊娠の

事実を知ったときから

出産まで）の内部被ば

く 1mSv 

線量限度 

の 1/10 

 

（ただし、

第 1 段階作

業では、線

量 限 度 の

1/2*）） 

左記 1)及び

2) に つ い て

3mSv 

（ただし、第

1 段階作業で

は、15mSv） 

左記 1)及び

2) に つ い て

5mSv 

（ただし、第

1 段階作業で

は、25mSv） 

等
価
線
量 

目の水晶体**) 
1)５年間 100mSv 

2)１年間 50mSv 
3mSv 5mSv 

皮膚 １年間 500mSv 30mSv 50mSv 

妊娠中である 

女子の腹部表 

面 

本人の申出等により東京

大学学長が妊娠の事実を

知ったときから出産まで

2mSv 

──────── 

 

*)  ：廃止措置計画に基づく第 1 段階作業での放射線業務従事者に係る線量限度の基準について

は、線量限度等を定める告示第 5 条に定められる放射線業務従事者に係る線量限度の 2 分の

1 を上限として、専攻長が定めることができる。なお、基準を変更する場合には、廃止措置

主任者に意見を求めるものとする。 

**) ：令和 3年 3月 31 日までは１年間につき 150mSv とし、令和 3年 4月 1日から施行する。 

 

 

 

・表記の適正化 

 

 

 

・条文追加による繰下げ 

 

 

 

 

 

 

・目の水晶体の線量限度

の変更に関する規則等の

改正を踏まえた変更のた

め。 
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別表第 5 放射線測定 

 

測定対象 測定器及び測定方法 測定線種 数量 測定場所 頻度 

建屋内の空間 

線量当量(率) 

γ線エリアモニタ γ線 4 

原子炉棟内 
保守検査時 

を除き常時 中性子エリアモニタ 
速中性子 3 

熱中性子 3 

TLD 等 
γ線及び 

中性子線 

１式

以上
屋内の定点 

( 原 子 炉 室

内) 

毎週１回 

(原子炉室以

外) 

毎月 1回 

屋外の空間 

線量当量(率) 

モニタリングポスト γ線 2 
周辺監視区域 

境界近傍 

保守検査時 

を除き常時 

TLD 等 
γ線及び 

中性子線 

１式

以上
屋外の定点 四半期毎 

スタック排気 

中の放射性物 

質の濃度 

ガスモニタ γ線 1 スタック内 

(サンプリング

点) 

保守検査時 

を除き常時 ダストモニタ 
β線 

γ線 
1 

管理区域内の 

空気中の放射 

性物質の濃度 

ダストサンプラ、 

GM カウンタ及び 

ガスフローカウンタ

又はシンチレーショ

ンカウンタ 

α線、β線 

及びγ線 

１式

以上

管理区域内の 

定点及び必要 

な場所 

(サンプリング

点) 

随時 

表面密度 
スミヤー法 

管理区域内の 

定点及び必要 

な場所 

(サンプリング

点) 

( 原 子 炉 室

内) 

毎週１回 

(原子炉室以

外) 

毎月 1回 

サーベイメータ 必要な場所 必要なとき 

液体廃棄物の 

濃度 

GM カウンタ及び 

ガスフローカウンタ

又はシンチレーショ

ンカウンタ 

α線、β線

及びγ線 

１式

以上

貯溜槽 

（サンプリン

グ点） 

排水時及び 

必要なとき 

 

 

別表第 5 放射線測定 

 

測定対象 測定器及び測定方法 測定線種 数量 測定場所 頻度 

建屋内の空間 

線量当量(率) 

γ線エリアモニタ γ線 4 

原子炉棟内 
保守検査時 

を除き常時 中性子エリアモニタ 
速中性子 3 

熱中性子 3 

TLD 等 
γ線及び 

中性子線 

１式

以上
屋内の定点 

( 原 子 炉 室

内) 

毎週１回 

(原子炉室以

外) 

毎月 1回 

屋外の空間 

線量当量(率) 

モニタリングポスト γ線 2 
周辺監視区域 

境界近傍 

保守検査時 

を除き常時 

TLD 等 
γ線及び 

中性子線 

１式

以上
屋外の定点 四半期毎 

スタック排気 

中の放射性物 

質の濃度 

ガスモニタ γ線 1 スタック内 

(サンプリング

点) 

保守検査時 

を除き常時 ダストモニタ 
β線 

γ線 
1 

管理区域内の 

空気中の放射 

性物質の濃度 

ダストサンプラ、 

GM カウンタ及び 

ガスフローカウンタ

又はシンチレーショ

ンカウンタ 

α線、β線

及びγ線 

１式

以上

管理区域内の 

定点及び必要 

な場所 

(サンプリング

点) 

随時 

表面密度 
スミヤー法 

管理区域内の 

定点及び必要 

な場所 

(サンプリング

点) 

( 原 子 炉 室

内) 

毎週１回 

(原子炉室以

外) 

毎月 1回 

サーベイメータ 必要な場所 必要なとき 

液体廃棄物の 

濃度 

GM カウンタ及び 

ガスフローカウンタ

又はシンチレーショ

ンカウンタ 

α線、β線

及びγ線 

１式

以上

貯溜槽 

（サンプリン

グ点） 

排水時及び 

必要なとき 
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別表第 8 規則第６条に基づく記録 

 

記 録 事 項 記録すべき場合 保存期間 

１ 原子炉施設の施設管理に係る記録 

イ 使用前確認の結果 

 

ロ 規則第九条第一項第四号の規定による施

設管理の実施状況及びその担当者の指名 

 

ハ 規則第九条第一項第五号の規定による施

設管理方針、施設管理目標及び施設管理実

施計画の評価の結果及び担当者の指名 

 

確認の都度 

 

実施の都度 

 

 

評価の都度 

 

同一事項に関する次の

検査のときまでの期間 

原子炉施設の解体又は

廃棄をした後五年が経

過するまでの期間 

原子炉施設の施設管理

方針、施設管理目標又

は施設管理実施計画の

改定までの期間 

２ 運転記録 廃止措置中のため該当なし 

３ 燃料体の記録 

イ 燃料体（使用済燃料を除く。）の種類別

の受渡量 

ロ 原子炉への燃料体の種類別の挿入量 

ハ 使用済燃料の種類別の取出量 

ニ 取り出した使用済燃料の燃焼度 

 

ホ 使用済燃料の貯蔵施設内における燃料体

の配置 

へ 使用済燃料の種類別の払出量、その取出

しから払出しまでの期間及びその放射能の

量 

ト 燃料体の形状又は性状に関する検査の結

果 

 

受渡しの都度 

 

挿入の都度 

取出しの都度 

取出しの都度又は毎

月一回 

（該当なし） 

 

払出しの都度 

 

 

挿入前及び取出後 

 

十年間 

 

取出後十年 

十年間 

十年間 

 

（該当なし） 

 

十年間 

 

 

取出後十年間 

４ 放射線管理記録 

イ 原子炉本体、使用済燃料の貯蔵施設、放

射性廃棄物の廃棄施設等の放射線遮蔽物の

側壁における線量当量率 

ロ 放射性廃棄物の排気口又は廃棄監視設備

及び排水溝又は排水監視設備における放射

性物質の一日間及び三月間についての平均

濃度 

 

ハ 管理区域における外部放射線に係る一週

間の線量当量、空気中の放射性物質の一週

間についての平均濃度及び放射性物質によ

つて汚染された物の表面の放射性物質の密

度 

ニ 放射線業務従事者の四月一日を始期とす

る一年間の線量、女子（妊娠不能と診断さ

れた者及び妊娠の意思のない旨を東京大学

学長に書面で申し出た者を除く。）の放射

線業務従事者の四月一日、七月一日、十月

一日及び一月一日を始期とする各三月間の 

 

毎週一回 

 

 

一日間の平均濃度に

あっては毎日一回、

三月間の平均濃度に

あっては三月ごとに

一回 

毎週一回 

 

 

 

 

一年間の線量にあっ

ては毎年度一回、三

月間の線量にあって

は三月ごとに一回、

一月間の線量にあっ

ては一月ごとに一回 

 

十年間 

 

 

十年間 

 

 

 

 

十年間 

 

 

 

 

規則第六条第五項に定

める期間 

 

別表第 8 規則第６条に基づく記録 

 

記 録 事 項 記録すべき場合 保存期間 

１ 原子炉施設の施設管理に係る記録 

イ 使用前確認の結果 

 

ロ 規則第九条第一項第四号の規定による施

設管理の実施状況及びその担当者の指名 

 

ハ 規則第九条第一項第五号の規定による施

設管理方針、施設管理目標及び施設管理実

施計画の評価の結果及び担当者の指名 

 

確認の都度 

 

実施の都度 

 

 

評価の都度 

 

同一事項に関する次の

検査のときまでの期間 

原子炉施設の解体又は

廃棄をした後五年が経

過するまでの期間 

原子炉施設の施設管理

方針、施設管理目標又

は施設管理実施計画の

改定までの期間 

２ 運転記録 
廃止措置中のため新

たな記録なし 

廃止措置計画が承認さ

れてから最長十年間 

３ 燃料体の記録 

イ 燃料体（使用済燃料を除く。）の種類別

の受渡量 

ロ 原子炉への燃料体の種類別の挿入量 

ハ 使用済燃料の種類別の取出量 

ニ 取り出した使用済燃料の燃焼度 

 

ホ 使用済燃料の貯蔵施設内における燃料体

の配置 

へ 使用済燃料の種類別の払出量、その取出

しから払出しまでの期間及びその放射能の

量 

ト 燃料体の形状又は性状に関する検査の結

果 

 

受渡しの都度 

 

挿入の都度 

取出しの都度 

取出しの都度又は毎

月一回 

（該当なし） 

 

払出しの都度 

 

 

挿入前及び取出後 

 

十年間 

 

取出後十年 

十年間 

十年間 

 

（該当なし） 

 

十年間 

 

 

取出後十年間 

４ 放射線管理記録 

イ 原子炉本体、使用済燃料の貯蔵施設、放

射性廃棄物の廃棄施設等の放射線遮蔽物の

側壁における線量当量率 

ロ 放射性廃棄物の排気口又は廃棄監視設備

及び排水溝又は排水監視設備における放射

性物質の一日間及び三月間についての平均

濃度 

 

ハ 管理区域における外部放射線に係る一週

間の線量当量、空気中の放射性物質の一週

間についての平均濃度及び放射性物質によ

つて汚染された物の表面の放射性物質の密

度 

ニ 放射線業務従事者の四月一日を始期とす

る一年間の線量、女子（妊娠不能と診断さ

れた者及び妊娠の意思のない旨を東京大学

学長に書面で申し出た者を除く。）の放射

線業務従事者の四月一日、七月一日、十月

一日及び一月一日を始期とする各三月間の

 

毎週一回 

 

 

一日間の平均濃度に

あっては毎日一回、

三月間の平均濃度に

あっては三月ごとに

一回 

毎週一回 

 

 

 

 

一年間の線量にあっ

ては毎年度一回、三

月間の線量にあって

は三月ごとに一回、

一月間の線量にあっ

ては一月ごとに一回 

 

十年間 

 

 

十年間 

 

 

 

 

十年間 

 

 

 

 

規則第六条第五項に定

める期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・表記の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



原子炉施設保安規定変更申請の一部補正に係る新旧対照表 （赤字は令和２年９月２９日付けで申請した変更箇所、青字は今回の一部補正箇所を示す） 
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補 正 前（令和２年９月２９日申請時） 補 正 後 備 考 

   

線量並びに本人の申出等により東京大学学

長が妊娠の事実を知ることとなつた女子の

放射線業務従事者にあつては出産までの間

毎月一日を始期とする一月間の線量 

ホ 四月一日を始期とする一年間の線量が二

十ミリシーベルトを超えた放射線業務従事

者の当該一年間を含む原子力規制委員会が

定める五年間の線量 

 

ヘ 放射線業務従事者が緊急作業に従事した

期間の始期及び終期並びに放射線業務従事

者の当該期間の線量 

ト 放射線業務従事者が当該業務に就く日の

属する年度における当該日以前の放射線被

ばくの経歴及び原子力規制委員会が定める

五年間における当該年度の前年度までの放

射線被ばくの経歴 

チ 工場又は事業所（原子力船を含む。）の

外において運搬した核燃料物質等の種類別

の数量、その運搬に使用した容器の種類並

びにその運搬の日時及び経路 

リ 廃棄施設に廃棄し、又は海洋に投棄した

放射性廃棄物の種類、当該放射性廃棄物に

含まれる放射性物質の数量、当該放射性廃

棄物を容器に封入し、又は容器に固型化し

た場合には当該容器の数量及び比重並びに

その廃棄の日時、場所及び方法 

ヌ 放射性廃棄物を容器に封入し、又は容器

に固型化した場合には、その方法 

ル 放射性物質による汚染の広がりの防止及

び除去を行つた場合には、その状況及び担

当者の氏名 

 

 

 

 

原子力規制委員会が

定める五年間におい

て毎年度一回（左欄

に掲げる当該一年間

以降に限る。） 

その都度 

 

 

その者が当該業務に

就く時 

 

 

 

運搬の都度 

 

 

 

廃棄の都度 

 

 

 

 

 

封入又は固型化の都

度 

防止及び除去の都度 

 

 

 

 

規則第六条第五項に定

める期間 

 

 

 

規則第六条第五項に定

める期間 

 

規則第六条第五項に定

める期間 

 

 

 

一年間 

 

 

 

廃止措置終了の確認を

受けるまでの期間 

 

 

 

 

廃止措置終了の確認を

受けるまでの期間 

一年間 

５ 原子炉施設における放射線の利用記録 廃止措置中のため該当なし 

６ 原子炉施設等の事故記録 

イ 事故の発生及び復旧の日時 

 

ロ 事故の状況及び事故に際して採つた処置 

 

ハ 事故の原因 

 

ニ 事故後の処置 

 

その都度 

 

その都度 

 

その都度 

 

その都度 

 

廃止措置終了の確認を

受けるまでの期間 

廃止措置終了の確認を

受けるまでの期間 

廃止措置終了の確認を

受けるまでの期間 

廃止措置終了の確認を

受けるまでの期間 

７ 気象記録 

イ 風向及び風速 

ロ 降雨量 

ハ 大気温度 

 

連続して 

連続して 

連続して 

 

十年間 

十年間 

十年間 

８ 保安教育の記録 

イ 保安教育の実施計画 

 

策定の都度 

 

三年間 

   

   

線量並びに本人の申出等により東京大学学

長が妊娠の事実を知ることとなつた女子の

放射線業務従事者にあつては出産までの間

毎月一日を始期とする一月間の線量 

ホ 四月一日を始期とする一年間の線量が二

十ミリシーベルトを超えた放射線業務従事

者の当該一年間を含む原子力規制委員会が

定める五年間の線量 

 

ヘ 放射線業務従事者が緊急作業に従事した

期間の始期及び終期並びに放射線業務従事

者の当該期間の線量 

ト 放射線業務従事者が当該業務に就く日の

属する年度における当該日以前の放射線被

ばくの経歴及び原子力規制委員会が定める

五年間における当該年度の前年度までの放

射線被ばくの経歴 

チ 工場又は事業所（原子力船を含む。）の

外において運搬した核燃料物質等の種類別

の数量、その運搬に使用した容器の種類並

びにその運搬の日時及び経路 

リ 廃棄施設に廃棄し、又は海洋に投棄した

放射性廃棄物の種類、当該放射性廃棄物に

含まれる放射性物質の数量、当該放射性廃

棄物を容器に封入し、又は容器に固型化し

た場合には当該容器の数量及び比重並びに

その廃棄の日時、場所及び方法 

ヌ 放射性廃棄物を容器に封入し、又は容器

に固型化した場合には、その方法 

ル 放射性物質による汚染の広がりの防止及

び除去を行つた場合には、その状況及び担

当者の氏名 

 

 

 

 

原子力規制委員会が

定める五年間におい

て毎年度一回（左欄

に掲げる当該一年間

以降に限る。） 

その都度 

 

 

その者が当該業務に

就く時 

 

 

 

運搬の都度 

 

 

 

廃棄の都度 

 

 

 

 

 

封入又は固型化の都

度 

防止及び除去の都度 

 

 

 

 

規則第六条第五項に定

める期間 

 

 

 

規則第六条第五項に定

める期間 

 

規則第六条第五項に定

める期間 

 

 

 

一年間 

 

 

 

廃止措置終了の確認を

受けるまでの期間 

 

 

 

 

廃止措置終了の確認を

受けるまでの期間 

一年間 

５ 原子炉施設における放射線の利用記録 
廃止措置中のため新

たな記録なし 

廃止措置計画が承認さ

れてから一年間 

６ 原子炉施設等の事故記録 

イ 事故の発生及び復旧の日時 

 

ロ 事故の状況及び事故に際して採つた処置

 

ハ 事故の原因 

 

ニ 事故後の処置 

 

その都度 

 

その都度 

 

その都度 

 

その都度 

 

廃止措置終了の確認を

受けるまでの期間 

廃止措置終了の確認を

受けるまでの期間 

廃止措置終了の確認を

受けるまでの期間 

廃止措置終了の確認を

受けるまでの期間 

７ 気象記録 

イ 風向及び風速 

ロ 降雨量 

ハ 大気温度 

 

連続して 

連続して 

連続して 

 

十年間 

十年間 

十年間 

８ 保安教育の記録 

イ 保安教育の実施計画 

 

策定の都度 

 

三年間 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・表記の適正化 
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補 正 前（令和２年９月２９日申請時） 補 正 後 備 考 

 

ロ 保安教育の実施日時及び項目 

ハ 保安教育を受けた者の氏名 

実施の都度 

実施の都度 

三年間 

三年間 

９ 廃止措置に係る工事の方法、時期及び対

象となる原子炉施設の設備の名称 

廃止措置計画に記載

された工事の各工程

の終了の都度 

廃止措置終了の確認を

受けるまでの期間 

10 原子炉施設の定期的な評価の結果 廃止措置中のため該当なし 

11 品質管理基準規則第四条第三項に規定す

る品質マネジメント文書及び品質マネジメ

ントシステムに従った計画、実施、評価及

び改善状況の記録（他の号に掲げるものを

除く。） 

当該文書又は記録の

作成又は変更の都度 

 

 

当該文書又は記録の作

成又は変更後五年が経

過するまでの期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 保安教育の実施日時及び項目 

ハ 保安教育を受けた者の氏名 

実施の都度 

実施の都度 

三年間 

三年間 

９ 廃止措置に係る工事の方法、時期及び対

象となる原子炉施設の設備の名称 

廃止措置計画に記載

された工事の各工程

の終了の都度 

廃止措置終了の確認を

受けるまでの期間 

10 原子炉施設の定期的な評価の結果 廃止措置中のため該当なし 

11 品質管理基準規則第四条第三項に規定す

る品質マネジメント文書及び品質マネジメ

ントシステムに従った計画、実施、評価及

び改善状況の記録（他の号に掲げるものを

除く。） 

当該文書又は記録の

作成又は変更の都度 

 

 

当該文書又は記録の作

成又は変更後五年が経

過するまでの期間 
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- 14/17 - 

補 正 前（令和２年９月２９日申請時） 補 正 後 備 考 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



原子炉施設保安規定変更申請の一部補正に係る新旧対照表 （赤字は令和２年９月２９日付けで申請した変更箇所、青字は今回の一部補正箇所を示す） 

- 15/17 - 

補 正 前（令和２年９月２９日申請時） 補 正 後 備 考 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



原子炉施設保安規定変更申請の一部補正に係る新旧対照表 （赤字は令和２年９月２９日付けで申請した変更箇所、青字は今回の一部補正箇所を示す） 

- 16/17 - 

補 正 前（令和２年９月２９日申請時） 補 正 後 備 考 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



原子炉施設保安規定変更申請の一部補正に係る新旧対照表 （赤字は令和２年９月２９日付けで申請した変更箇所、青字は今回の一部補正箇所を示す） 

- 17/17 - 

補 正 前（令和２年９月２９日申請時） 補 正 後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・誤植の訂正 

 


